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市町村税務研究会

令和元年度版
複雑な住民税計算を豊富な具体例により完全に理解できます

※送料は2019年6月時点の料金です。

■ 所得金額や住民税額の計算方法がよくわかる
■ 配偶者控除・配偶者特別控除の改正、住宅ローン控除の拡充

　など令和元年度版の住民税実務に対応した最新版

住民税は、地方税体系の中でも基本的な地位
を占める重要な税であり、また、個人住民税は、
平成19年度以後、10％比例税率化により、受益
と負担の関係が明確となり、その適正な運用が
強く要請されています。
しかしながら、所得金額や住民税額の計算に
当たっては、地方税法をはじめ、所得税法、法
人税法、租税特別措置法等関係する法令が多く、
理解が容易でないことから、その実務的な解説
書が必要であると考えています。
本書は、平成31年度分の住民税の税額計
算につき必要な部分を書き改める等、その内容
の一層の充実に努めたものであり、市町村の税
務事務に携わる方のみならず、税理士の方をは
じめ多くの方々にも参考となれば幸いです。

令和元年6月



平成30年度版 住民税計算例解【裏面】スミ

 個人住民税 
　1　非  課  税
　 1　 均等割,  所得割の非課税

問 1 　未成年者等に係る非課税
問 2 　非課税基準に係る非課税（その 1 ）
問 3 　非課税基準に係る非課税（その 2 ）

　 2　税額調整
問4　税額調整

　2　総所得金額等の計算
問5　 利子所得
問6　 配当所得
問7　 特定支出の控除の特例
問8　 公的年金等控除
問9　 家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例
問10　分離譲渡所得
問11　分離譲渡所得の特別控除（その 1 ）
問12　分離譲渡所得の特別控除（その 2 ）
問13　青色申告特別控除

　3　基本的な税額計算
　 1　損益通算

問14　譲渡所得の内部通算
問15　損益通算の順序

　 2　損失の繰越控除
問16 　純損失の繰越控除（青色申告 ）
問17 　純損失の繰越控除（白色申告 ）
問18 　雑損失の繰越控除

　 3　所得控除
問19 　雑損控除
問20 　医療費控除
問21 　生命保険料控除

問22 　地震保険料控除
問23 　寡婦控除（その 1 ）
問24 　寡婦控除（その 2 ）
問25 　配偶者特別控除
問26 　配偶者控除
問27 　扶養控除
問28 　特定扶養控除
問29 　白色事業専従者控除
問30 　白色事業専従者控除（不動産所得と事業所得

がある場合）
　 4　税額控除

問31 　調整控除
問32 　配当控除の適否
問33 　配当控除の順序
問34 　住宅借入金等特別税額控除（ 1 ）
問35 　寄附金税額控除

　 5　山林所得
問36　山林所得

　4　特別な税額計算
　 1　土地建物等の譲渡所得の課税の特例

問37 　一般の長期譲渡所得
問38 　優良住宅地等に係る長期譲渡所得（全部）
問39 　優良住宅地等に係る長期譲渡所得（一部）
問40 　居住用財産に係る長期譲渡所得
問41 　一般の短期譲渡所得
問42 　一般及び国等に対する譲渡に係る短期譲渡所得
問43 　長期譲渡所得及び短期譲渡所得
問44 　長期譲渡所得及び短期譲渡所得  （収用等により

代替資産を取得した場合）

　 2　株式等の譲渡所得等の課税の特例
問45　株式等に係る譲渡所得等に係る課税の特例
問46　株式等に係る事業所得の所得計算
問47　株式等に係る譲渡所得の所得計算

　 3　先物取引に係る雑所得等の課税の特例
問48　先物取引に係る雑所得等の所得計算

　 4　退職所得の分離課税に係る所得割
問49　平成30年1月1日以後の退職所得の分離課税に

係る所得割

問50　出向期間を含む場合
問51　前年以前４年内に退職手当等が支払われた

場合
問52　同一年中に２以上の退職手当等が支払われた

場合

  法人住民税
　1　税額の計算
　 1　基本的な計算

問1　均等割（その 1 ）
問2　均等割（その 2 ）
問3　税額の計算

　 2　税額控除
問4　試験研究を行った場合の法人税額の特別控除
問5　法人税において繰戻還付を受けた法人の課税

標準となる法人税額
問6　外国税額控除

　 3　申告納付
問7　予定申告（その 1 ）
問8　予定申告（その 2 ）
問9　東京都の確定申告

　 4　公益法人
問10　公益法人

　2　分割基準
問11　分割基準

 参考資料
 1　所得の種類と所得金額の計算方法
 2　所得控除
 3　個人住民税の税率
 4　退職所得に係る道府県民税・市町村民税の特別

徴収税額早見表
 5　簡易給与所得表（所得税法別表第５）
 6　公的年金等控除（所得税法第35条）
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■個人情報の取り扱いについて
【利用目的】　ご注文に関するお客様への連絡、配送、代金の請求及びメール等による商品の案内に利用させていただきます。
【第三者提供】　お預かりした個人情報の第三者への提供はありません。
【委託】　利用目的の範囲内で業務を行うために、個人情報の取扱いを委託する場合があります。
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【個人情報相談窓口】　株式会社ぎょうせい　出版営業部　営業課　電話03-6892-6562　受付時間　平日9時～17時
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